
 
かながわ障害者支援事業者ネットワーク 規約 

                       
 制定 平成１６年 月  日 

 
 

第１章  総  則 
 
   
（名 称） 

第１条  本会は、かながわ障害者支援事業者ネットワーク（以下「本会」と

いう。）とする。 
 
  （事務所） 
第２条 本会は、事務所を川崎市多摩区登戸２９８１番地に置く。 
   
  （目 的） 
第３条  本会は、障害者支援の社会的意義を認識し支援事業者の団結と相互

協力により、より良いサービスの向上・提供に努めるとともに、 
会員相互の親睦を図ることを目的とする。 

   
  （事 業） 
第４条  本会は、前条の目的達成の為に、次の事業を行う。 
１、 障害者支援事業者の資質の向上と合理的運営を推進する為の調査、

研究。 
２、 障害者支援事業者の健全なる発展方策の研究、立案並びに実施。 
３、 障害者支援事業に関する知識の啓発、資料の頒布、及び、連絡協調。 
４、 行政、障害者関係団体との連絡調整。 
５、 ヘルパー，コーデネーターのスキルアップの為の講習、研修会の開

催。 
６、 その他目的を達成する為に必要な事業。 

 
 
 
 
 
 



第２章 会員の資格 
 
  （会員の資格） 
第５条  本会の会員は、障害者居宅介護支援事業者として認可を受け、川崎

市の区域内に本社、又は営業所を設けて個人又は法人で本会の目的

に賛同し入会した者をもって会員とする。 
  ２  その他会長が必要と認め、理事会の承認を得た事業所。 
 
  （入 会） 
第６条  本会の会員になろうとするものは、入会の申込書及び、２人以上の    
     会員（内１名は理事）の推薦書、並びに必要な書類を提出し、理事   
     会の承認を受けなければならない。 
   
（会 費） 

第７条 会員は、総会において定めるところにより、会費を納入しなければ

ならない。              
２、 納入した会費は、返還しないものとする。 

 
  （退 会） 
第８条    会員が退会しようとするときは、その旨を会長に届け出なければな 

らない。 
２、 会員が次の各号にいずれかに該当するときは、退会したものとみな

す。 
（１） 会員が死亡し、又は解散したとき。 
（２） 会員が居宅支援事業者として、その認可を失ったとき。 

 
  （除 名） 
第９条 会員が次の各号のいずれかに該当するときは、総会において、会員の４

分の３以上の同意により、当該会員を除名することができる。 
（１）本会の名誉を毀損し、又は本会の設立の趣旨に反する行為をした

とき。 
（２）会費を１年以上納入しないとき。 

  ２、 前項１号の規定により、会員を除名しようとするときは、除名の議 
決を行う総会において、当該会員に弁明の機会を与えなければなら 
ない。 

 
 



第３章 役員、顧問相談役 
 

  （役員の種別及び選任） 
第１０条  本会に次の役員を置く。 
   （１） 会   長     １ 名 
   （２） 副 会 長     若干名 
   （３） 理   事     若干名 （会長、副会長含む） 
   （４） 監   事     2  名  
 ２、 理事及び監事は、総会において選任する。 

  ３、 会長は理事の互選によりこれを定める。 
  ４、 副会長は、理事会の承認を得て会長が指名する。 
  ５、 理事及び監事は、相互に兼ねることはできない。 
   
（役員の職務） 

第１１条  会長は、本会を代表し，会務を統括する。 
２、 副会長は、会長を補佐し、あらかじめ会長の定める順序により、会

長に事故あるときはその職務を代理し、会長が欠けたときはその職

務を行う。 
３、 理事は理事会を構成し、会務の執行を決定する。 
４、 監事は、本会の会計及び業務の状況を監査する。 

   
（役員の任期） 

第１２条  役員の任期は２年とする。ただし補欠役員の任期は、前任者の残

存期間とする。 
２、 役員は、再任されることができる。 
３、 役員は、辞任し、又は任期が満了した場合においても、後任が就

任するまでは、その職務を行なわなければならない。 
 
（役員の解任） 

第１３条  役員に、役員としてふさわしくない行為があったときは、総会の

議決により、これを解任することができる。 
２、 第９条第２項の規定は、全項の規定により役員を解任しようとする

場合に準用する。この場合において，同項中「前項第１号」とある

のは「前項」と「会員」とあるのは「役員」と、「除名」とあるのは

「解任」と読み替えるものとする。 
   
（顧問及び相談役） 



第１４条  本会に、理事会の議決を経て顧問及び相談役を若干名置くことが

できる。 
 

第４章 総会及び理事会 
 
  （総 会） 
第１５条  総会は定時総会及び臨時総会とする。 
２、 定時総会は、毎事業年度終了後６０日以内に会長が招集する。 
３、 臨時総会は、理事会が必要と認めたとき又は会員の５分の１以上

若しくは監事から会議の目的たる事項を示して請求があったとき

に会長が招集する。 
 
（総会招集の手続き） 

第１６条  総会を招集するには、会員に対し、会議の目的たる事項及びその

内容ならびに日時場所を示して、開会日の少なくとも５日前まで

に文書を持って通知しなければならない。 
 
  （総会の議長） 
第１７条  総会の議長は、会長がこれに当たる。 
 
  （総会の定足数及び議決） 
第１８条  総会は会員の過半数の出席がなければ開会することができない。 
  ２、  総会の議決は、この規約に別に定めるもののほか、出席した会員

の過半数の同意を以って決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 
   
  （総会の議決事項） 
第１９条  総会においては別に定めるもののほか、次の事項を議決する。 

(ア) 事業報告、収支計算書、財産目録及び貸借対照表。 
(イ) 事業計画及び収支予算。 
(ウ) その他理事会において必要と認めた事項。 

   
（総会の表決権） 

第２０条  総会における会員の表決権は、各社１個とする。 
２、 会員は、総会における表決権の行使を他の会員に委任して行うこと

ができる。この場合代理権を行使する会員は、出席したものとみな

す。 



   
（総会の議事録） 

第２１条  総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなけ

ればならない。 
（１） 総会の日時及び場所 
（２） 会員の現在数及び出席者数 
（３） 議決事項 
（４） 議事の経過及びその結果 
（５） 議事録署名人の選任に関する事項 
２、 議事録には、議長のほか、出席した会員のうちからその総会におい

て選出された議事録署名人２人以上が署名押印しなければならない。 
 

  （理事会の招集） 
第２２条  理事会は必要に応じて会長が招集する。 
２、 会長は、理事の３分の１以上から会議の目的たる事項を示して請求

があった時は、理事会を招集しなければならない。 
 
（理事会の議長） 

第２３条  理事会の議長は、会長がこれに当たる。 
 
  （理事会の定足数及び議決） 
第２４条  理事会は、理事の過半数の出席がなければ開会することができな

い。 
  ２   理事会の議事は、出席した理事の過半数の同意を以って決し、可

否同数のときは議長の決するところによる。 
 
  （理事会の議決事項） 
第２５条  理事会はこの規約に定めるもののほか、次の事項を議決する。 
（１） 総会の議決した事項の執行に関すること。 
（２） 総会に付議すべき事項。 
（３） その他、総会の議決を要しない会務の執行に関する事項。 
  



  （監事の理事会への出席） 
第２６条  監事は理事会に出席して意見を述べることができる。 
 
  （理事会の議事録） 
第２７条  理事会の議事録については、第２１条の規定を準用する。この場

合において同条中「総会」とあるのは「理事会」と「会員」とあ

るのを「理事」と読み替えるものとする。 
 

第５章 委員会 
 
  （委員会） 
第２８条  本会が行う事業の円滑な運営を期すため、委員会を設置する。 
２、 委員会に関し必要な事項は、理事会が定める。 

 
               第６章  資産及び会計 
 
  （資産の構成及び管理） 
第２９条  本会の資産は、次に掲げるものを以って構成する。 
（１） 財産目録に記載された財産 
（２） 会費 
（３） 寄付金品 
（４） 資産から生ずる収入 

 
  （事業年度） 
第３０条  本会の事業年度は、毎年  月 １日より始まり、翌年  月  

日、に終わる。 
 

第７章 雑  則 
  
 （規約の改正） 
第３１条  この規約は総会において、会員の３分の２以上の同意がなければ

変更することができない。 
（委任） 
第３２条  この規約の執行について必要な事項は、会長が理事会の議決を得

て別に定める。 


